
○摘発上位国の状況【携帯品】＜令和５年（速報値）＞
逮捕日 国籍 違法持込み日・違反品 警告書交付日

１
令和元年
７月21日

ベトナム人１名
令和元年６月13日

（羽田空港、かも目の卵約25kgと偶蹄類の肉約10kg）
警告書1回目：

R元.6.13

２

①令和元年
８月６日、
②令和５年８

月27日

①日本人２名、
②フィリピン人１

名

令和元年５月17日
（福岡空港、ソーセージ等91.9kg）

警告書1回目：
R元.5.10

警告書2回目：
R元.5.17

警告書3回目：
R元.5.31

令和元年５月31日
（中部空港、豚鶏肉調製品20.2kg）

３
同

９月３日
タイ人１名

令和元年９月３日
（羽田空港、ソーセージ1.0kg）

警告書1回目：
R元.6.1

警告書2回目：
R元.8.24

警告書3回目：
R元.9.3

４
同

10月15日
ベトナム人３名

令和元年６月下旬から８月中旬にかけて複数回
（関西空港、豚肉・犬肉等 計24.9㎏）

（略）

５
令和２年
１月21日

タイ人１名
令和元年11月25日

（成田空港、ソーセージ10.5kg）

警告書1回目：
R元.11.10

警告書2回目：
R元.11.25

６
同

３月６日
台湾人１名

令和元年11月14日
（中部空港、血餅 計50kg）

警告書1回目：
R元.11.2

警告書2回目：
R元.11.14

７ 令和６年２月
12日

ミャンマー人１名
令和５年１月から令和６年１月にかけて複数回

（成田空港及び羽田空港、ソーセージ等 計22.45kg）
（略）

○携帯品検査における家畜伝染病予防法違反（輸入禁止品の持込み）による逮捕事例

【罰則規定】
家畜伝染病予防法違反：
３年以下の懲役
又は
300万円以下の罰金
（法人の場合5,000万円以下）

（第36条第１号第１項（輸入禁止）違反）

○郵便物検査における家畜伝染病予防法違反（輸入禁止品の持込み）による逮捕事例

逮捕日 国籍 違法持込み日・違反品

１
令和４年
２月28日
３月１日

中国人３名
令和３年５月～６月

（関西空港、肉製品 計395.5kg）

２
令和５年
１月25日

中国人１名
令和４年10月～11月

（関西空港、肉製品 計11.5kg）

＜令和６年２月29日時点＞

○摘発上位国の状況【郵便物】＜令和５年（速報値）＞

国名 件数（件） 重量（kg）

１ 韓国 25,065(16.5%) 9,886(13.0%)

２ 中国 24,502(16.1%) 14,719(19.4%)

３ フィリピン 12,182(8.0%) 7,213(9.5%)

４ タイ 11,520(7.6%) 3,915(5.2%)

５ ベトナム 10,940(7.2%) 9,600(12.6%)

６ アメリカ 6,509(4.3%) 2,585(3.4%)

総件数、総重量 152,329(100%) 75,924(100%)

※()内はそれぞれ総件数、総重量に対する割合

国名 件数（件） 重量（kg）

１ 中国 34,095(71.6%) 40,693(55.7%)

２ ベトナム 7,792(16.4%) 26,224(35.9%)

３ モンゴル 1,116 (2.3%) 832(1.1%)

４ アメリカ 981(2.1%) 379(0.5%)

５ タイ 963(2.0%) 1,237(1.7%)

６ インドネシア 499(1.0%) 766(1.0%)

総件数、総重量 47,645 (100%) 73,095(100%)

※()内はそれぞれ総件数、総重量に対する割合

○ 令和２年７月に改正家畜伝染病予防法施行。水際検疫における家畜防疫官の権限を強化（輸入禁止品に係る廃棄権

限の付与等）。

○ 令和２年度末に全国で検疫探知犬を140頭へ増頭。

○ 平成31年４月から、有識者、警察等に相談の上、携帯品検査の対応を厳格化。

○ 令和６年２月29日までに携帯品検査においては７件11名、郵便物検査においては２件４名の逮捕事例。

＜令和６年２月29日時点＞

１．摘発状況
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【資料９】



１．摘発状況

・逮捕後、各社がテレビやネットニュースで報道
・農林水産省SNSで改めて注意喚起
・ミャンマー大使館に協力を依頼し、HP、SNSで情報発信
・ミャンマー当局へ書簡を送付予定
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２．韓国釜山広域市における野生いのししでのASF感染確認に伴う対策
・韓国便を含め侵入リスクの高い国に対し、

検疫探知犬による探知や家畜防疫官による口頭質問を100％実施

・外務省（大使館等）、財務省（税関）、国土交通省（航空会社、船舶会社、旅行会社）、水産庁（漁業

関係者）、総務省（国際郵便）、文科省（各大学）等へ、

関係団体等への検疫制度の周知について協力を依頼

・坂本農水大臣から、会見の冒頭で侵入防止の注意喚起

・SNSを利用した情報発信

・旅行代理店、航空会社、フェリー会社、旅館団体、ゴルフ団体へ、

情報提供と顧客への周知について協力を依頼

・各空海港において関係団体等と連携した広報キャンペーンの実施

アフリカ豚熱対策→
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